
（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 島根県浜田市平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

56,042

55,421

690.66

39,153,865

38,538,573

556,290

20,621,855

55,560,532

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

9.9

82.6

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１

H27  Ⅱ－３ H28  Ⅱ－３

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
1/85

全国平均
64,063

島根県平均
86,296

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

37,063

104,844

57,713
58,112

65,11464,73766,779

H28H27H26H25H24

104,844

104,208101,686101,488100,937

物件費

類似団体内順位
2/85

全国平均
58,226

島根県平均
76,975

(円)

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

32,282

77,611

50,278
48,800

56,96357,432
54,041

H28H27H26H25H24

75,269
73,953

70,705
65,883

68,166

維持補修費

類似団体内順位
10/85

全国平均
5,092

島根県平均
4,985

(円)

0

10,000

20,000

30,000

375

21,315

3,543
3,371

4,5584,3674,457

H28H27H26H25H24

7,619
7,7676,8877,1226,372

扶助費

類似団体内順位
8/85

全国平均
100,991

島根県平均
110,863

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

51,703

145,751

88,774
85,678

81,618
75,49274,000

H28H27H26H25H24

123,739
114,356

109,832
102,224100,338

補助費等

類似団体内順位
3/85

全国平均
39,444

島根県平均
65,627

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

10,700

113,308

38,186
37,19639,46342,76439,697

H28H27H26H25H24

68,568
71,519

56,00254,819
47,002

普通建設事業費

類似団体内順位
7/85

全国平均
58,677

島根県平均
80,964

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

15,306

337,708

44,504
47,278

66,25563,95650,880

H28H27H26H25H24

90,256
114,807130,119126,777

103,138

普通建設事業費（ うち新規整備 ）

類似団体内順位
49/85

全国平均
18,997

島根県平均
24,734

(円)

0

100,000

200,000

300,000

0

223,399

13,557

19,66228,030

H28H27H26H25H24

8,235

63,524

97,463

普通建設事業費（ うち更新整備 ）

類似団体内順位
4/85

全国平均
26,922

島根県平均
41,395

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

500

75,005

22,602

17,582

25,784

H28H27H26H25H24

62,617

34,597

19,576

災害復旧事業費

類似団体内順位
10/85

全国平均
2,326

島根県平均
3,980

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

28,089

425
435

3,8894,178

4,814

H28H27H26H25H24

1,106

11,336

34,773

12,718

0

失業対策事業費

類似団体内順位
1/85

全国平均
0

島根県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

公債費

類似団体内順位
3/85

全国平均
43,389

島根県平均
95,618

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

9,006

107,014

37,046
34,987

44,98744,82644,969

H28H27H26H25H24

99,088
98,38399,887

108,361
99,792

積立金

類似団体内順位
4/85

全国平均
12,906

島根県平均
10,785

(円)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

58

154,846

9,049
13,36717,279

19,843

26,773

H28H27H26H25H24

35,531

65,300

30,856

16,973

37,967

投資及び出資金

類似団体内順位
42/85

全国平均
1,638

島根県平均
1,156

(円)

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

0

13,910

761
8511,2451,6851,481

H28H27H26H25H24

0

0
56314279

貸付金

類似団体内順位
8/85

全国平均
9,590

島根県平均
9,152

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

32,163

2,899
2,590

4,579

6,4356,302

H28H27H26H25H24

9,4838,256

4,558

13,63813,572

繰出金

類似団体内順位
3/85

全国平均
41,015

島根県平均
65,199

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

20,331

117,793

38,98741,89942,72541,33740,928

H28H27H26H25H24

72,17068,22065,23063,60759,613

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/85

全国平均
2

島根県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

性質別歳出の分析欄

○歳出決算総額は、住民一人当たり688千円となっている。主な構成項目である普通建設事業費は、住民一人当たり90千円となっており、高い水準となっている。今後は公共施設等総合管理計画や中期財政計画に基づいた、「集中と選択」をテーマとした事業実施に努める必要がある。
○人件費は住民一人当たり105千円となっており、類似団体と比較して一人当たりコストが高い状況となっている。これは、給与水準（ラスパイレス指数）は類似団体と比較して下回っているものの、職員数が類似団体と比較して多いことが要因になっている。今後も引き続き「定員適正化計画」に基づく職員数の純減を進めることとしている。

○物件費・補助費等は住民一人当たりそれぞれ75千円・69千円となっており、類似団体と比較して一人当たりコストが高い状況となっている。これらについては、33年度まで年2％の削減を行う方針であり、行財政改革実施計画の確実な履行が必要である。

○災害復旧事業費は住民一人当たり1千円となっており、類似団体と比較してほぼ同水準となっているが、29年7月に発生した豪雨災害等により今後は類似団体と比較して増加する見込である。
○公債費は住民一人あたり99千円となっており、類似団体と比較して一人当たりコストが高い状況となっている。これは、繰上償還の実施や27年度までを集中投資期間として建設事業等を行ったことが原因となっているが、交付税算入の手厚い過疎債や合併特例債の借入を行うなどして、財政状況の健全化に努めている。

○積立金は住民一人あたり36千円となっており、類似団体と比較して一人当たりコストが高い状況となっている。これはふるさと寄附金の増加に伴うふるさと応援基金への積立金の増加が原因となっており、今後も高い水準で推移していくと見込まれる。
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